













Legislative Policy and Discrimination Against  
Sexual Minorities in Japan




 In Japan, sexual minorities are discriminated against both socially and legally. In order to confront this 
situation, this study will explore the possibility of the use of anti-discrimination laws from the viewpoint 
of sexual minorities. For this purpose, I will deal with the present situation of sexual minorities in Japan, 
the Japanese Constitution, and the anti-discrimination laws in England and Wales. Finally, this study will 
discuss how anti-discrimination laws should be designed giving consideration to sexual minorities. In this 
part(1), the present situation in Japan will be clarified. In addition, the Japanese Constitution will be 
interpreted both in this part and the next.
キーワード：性的マイノリティ、国際人権法、日本国憲法、イギリス法、差別禁止法
Keywords : sexual minorities, international human rights law, the Japanese Constitution, the Laws of 
England and Wales, anti-discrimination law


















































































	 	 	 	　なお、本稿で「障害」という場合、特例法にいう「性同一性障害」の意味を持つ場合には「障害」と表記し、その他の場合に
は「障がい」という表記を用いる。































































































15）	この議論につき、石田、前掲注 4 、 4 - 6 頁。
16）	たとえば、NHK「ハートをつなごう」、前掲注 5 は、そもそも書名が『LGBT	BOOK』である。また、性的マイノリティの団体で
も「LGBT」を掲げる場合がある。逆に、教職員ネット、前掲注 8 は、インターセックスの問題について第 1 部を割いて取り扱
っている。
17）	教職員ネット、前掲注 8 、267頁。
18）	典型的な性染色体は女性が XX、男性が XY であるが、X、XXY、XXXY といった性染色体を持つ場合もある。教職員ネット、同
上、35-39頁。
























































































27）	「S 社事件」。東京地決2002（平成14）年 6 月20日、労判第830号13頁。



































。第 3 条 1 項 3 号はいわゆる「子なし要件」であったが、2008年改正によって「現に未成年の子
28）	治療の現状や金額については、次の文献に詳しい。石田仁「総論 性同一性障害」、石田、前掲注 4 、 8 -18頁。
29）	特例法第 1 から 3 条を参照。




















































35）	Dudgeon v. the United Kingdom,	Judgment	of	22	October	1981,	European	Court	of	Human	Rights	（Hereafter,	“ECHR.”）,	Series	A	No.	45.
36）	Christine Goodwin v. the United Kingdom,	Judgment	of	11	July	2002,	ECHR,	Reports	2002-VI.
37）	同性愛者による養子については、E. B. v. France,	Judgment	of	1	January	2008,	ECHR,	No.	43546/02,	HUDOC （case-law	database	of	the	





































	 	 	 	 http://www.echr.coe.int/ECHR/EN/Header/Case-Law/Decisions+and+	judgments/HUDOC+database/
	 	 	 	離婚後の監護権については、Salgueiro da Silva Mouta v. Portugal,	Judgment	of	21	December	1999,	ECHR,	Reports	1999-IX.	賃借権の
相続については、Karner v. Austria,	Judgment	of	24	July	2003,	ECHR,	Reports	2003-IX.





























































































2 回報告の54頁、第 3 回報告の81-82頁を参照。
	 	 	 	 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/index.html（2011年11月 1 日アクセス）

































































































62）	芦部、『憲法学Ⅱ』、前掲注54、401-406頁。初宿政典『憲法 2  基本権 第 3 版』（成文堂、2010年）、155-159頁。
63）	佐藤、前掲注53、191頁。同性カップルの権利を保障する根拠として、憲法第13条を重視する説や、第24条を拡大解釈するとい
う説がある。これにつき、次の文献を参照。羽渕雅裕「同性婚に関する憲法学的考察	Lawrence	v.	Texas,	539	U.	S.	558	（2003）を
契機として」『帝塚山法学』第10号（2005年）、31-68頁。日本家族〈社会と法〉学会議事録「シンポジウム［自由討論］」におけ
る谷口洋幸の報告、『家族〈社会と法〉	多様化する家族と法的課題』（日本加除出版、2011年）、108-110頁。
64）	樋口陽一・吉田善明（編）『解説	世界憲法集	第 4 版』（三省堂、2001年）、66頁。
65）	森戸英幸・水町勇一郎（編著）『差別禁止法の新展開：ダイヴァーシティの実現を目指して』（日本評論社、2008年）、21頁。
 149日本における性的マイノリティ差別と立法政策
問題として、同性カップル、トランスジェンダー、差別禁止の 3 点を先に紹介した。これらのうち、
前二者の権利は憲法第13条が実体的に保障し、差別禁止については第13条を基礎とする第14条が平
等権として保障するものとなる。以上のことを踏まえて、本章の中心的検討課題である第14条の議
論に移ることにする。
